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社団法人 全国宅地建物取引業協会連合会（本部 東京都千代田区、会長 藤田和夫）は、全国4,282名の20歳以上の男女を対象に、今回で16回目となる*「不動産の日アンケート」を2006年9月1日から10月31日の間にインターネットを通じて実施いたしました。

本調査は、“現在の住まいに対する満足度”、“今後の不動産の購買意識の有無”、“消費税率が引き上げられた際の住宅購入計画への影響”、 “不動産購入の際の物件選びのポイント”など、今後の不動産マーケットの動向について、一般の方々を対象に行ったものです。


主な調査結果

■現在の住まいの満足度は?・・・持家にお住まいの方は70.6点、賃貸にお住まいの方は62.8点
現在お住まいの家についての満足度を問うたところ、持家にお住まいの方は70.6点、賃貸にお住まいの方は62.8点という結果となりました。地区別で見てみると、持家の方は、九州地区にお住まいの方が73.1点と最も高く、四国地区にお住まいの方が63.3点と最も低くなっております。また、賃貸住宅にお住まいの方は、四国地区にお住まいの方が65.9点と最も高く、東北地区にお住まいの方が58.2点と最も低くなっております。

(別添資料P1)

■今、不動産を買い時だと思いますか？・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・思う32.8％、思わない17.8％
不動産の購入に関しては、「不動産を買い時だと思う」が32.8％、「不動産を買い時だと思わない」が17.8％、「わからない」が49.4％となりました。地区別で見ると、「買い時だと思う」と回答した方は関東地区が最も高く35.7％。続いて、近畿地区（35.1％）、中部地区（33.5％）となっております。北海道地区においては、「不動産を買い時だと思う」が23.9％で、「不動産を買い時だと思わない」が23.5％となり、「買い時だと思う人」と「買い時だと思わない人」の割合がほぼ同じとなっています。

(別添資料P3)

■不動産を買い時だと思う理由は？・・・・・・「今後、消費税が増税されるから」が26.9％でトップ
「不動産を買い時だと思う」と回答した方に理由を問うたところ、「今後、消費税が増税されるから」との回答が26.9％でトップでした。続いて、「今後とも地価が上昇しそうなので」が22.7％、「平成20年末以降、住宅ローン減税が廃止されるから」が17.9％となっております。

消費者は、“現在、景況感が上向いているので、今後も不動産価格は上昇する”と推測していることや、税率・税金制度の変更により、“今後、負担金額が大きくなる可能性があるため、今現在が不動産購入に適したタイミングである”と考えているようです。
(別添資料P5)
■不動産を買い時だと思わない理由は・・・・・・・・・・「景気回復の実感がない」が51.5％でトップ
「不動産を買い時だと思わない」と回答した方に理由を問うたところ、「景気回復の実感がない」との回答が最も高く51.5％を占めました。特に北海道においては59.6％の方がこのように回答しており、全国平均を8.1ポイントも上回っております。

(別添資料P6)
■現在居住している都道府県の５年後の地価の予想・・・・・・・・・・・・・・・「上昇する」が４８．１％
現在居住している都道府県の地価の予想について問うたところ、全体では、「上昇する」との回答が48.1％、「下降する」が18.1％、「変わらない」が33.8％という結果になり、約半数の回答者が、“地価が今後上昇する”と考えているようです。しかし、地区別の回答結果を見ると、四国地区、北海道地区などでは「上昇する」との回答者と「下降する」との回答者の割合が大きく変わらないという結果となりました。このことから、依然として、地方では、地価が上下する大きな要素と考えられる景況感が芳しくないのではないかということが考えられます。

(別添資料P8)
■住まい選びのポイントは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・「価格」と「交通の便」が大きなポイント

複数回答
「住まい選び」のポイントについて回答者に問うたところ、「交通の便」との回答が26.6％でトップでした。続いて、「価格」との回答の15.4％、「最寄り駅からの時間」の10.8％となりました。一方、「構造、工法」、｢耐震、耐久、断熱などの仕様｣、「バリアフリー」という回答は、それぞれ、0.9％～4.7％にとどまりました。近年、これらの要素は、耐震偽造問題や少子高齢化が大きな話題となりメディアなどで大きく報道されましたので、消費者も強く意識しはじめていると思われますが、住まい選びの際の大きなポイントとはなっていないことがわかりました。
(別添資料P9)
■不動産会社を選ぶ際の最も重要なポイントは？・・・・・・「物件情報量」より「営業マンの人間性」
「不動産会社を選ぶ際の最も重要なポイント」を回答者に問うたところ、「営業マンの対応の丁寧さ、対応の迅速性、情報の信頼性」との回答が34.7％となり、「物件情報量」の20.7％を大きく上回りました。長期にわたり居住することとなる不動産に関しては、消費者の方々は、多くの物件情報だけから、選択するのではなく、不動産業者の営業マンの対応の迅速性や、様々な質問にも丁寧に回答するなどのきめ細やかな対応など、不動産会社に、“安心と信頼”を求めていると考えられます。

(別添資料P11)
■物件を決定する際に、最も影響を与えた人は？・・・・・・「家族」（59.6％）との回答が圧倒的多数
「物件を決定する際に、最も影響を与えた人は？」を回答者に問うたところ、「家族」との回答が59.6％となり、「不動産業者」（16.0％）、「知人・友人・同僚」（7.7％）を大きく上回りました。

(別添資料P12)
■不動産を購入した際の「重要事項説明の項目」について・・・・「わかりにくい」との回答が約半数
複数回答
不動産を購入、貸借された方を対象に、不動産会社が契約直前に実施することを義務付けられている｢重要事項説明｣について問うたところ，｢複雑で何が重要なのかわかりにくい｣との回答が49.2％を占めました。続いて、「説明項目が多すぎる」との回答が28.0％、「詳細に調査してあるので安心感がでた」との回答は19.1％に留まりました。
(別添資料P15)
■住宅を購入する場合の頭金の準備額・・・・・・・・・500万円～1000万円未満がボリュームゾーン
住宅を購入する場合の頭金の準備額について問うたところ、「500万円～1000万円未満」の24.5％を筆頭に、「300万円～500万円未満」（22.5％）、「100万～300万円未満」（18.0％）と続いております。一方、年代別で見てみると、30代以上の方々は、「500万円～1000万円未満」と回答した層が最も高く、30歳未満の方は、「300万円～500万円未満」と回答した層が最も高いという結果となりました。

(別添資料P17)
■住宅ローンはどのような商品を選びますか・・・・・・・・・・・変動金利よりも固定金利がポピュラー
「住宅を購入する場合のローン商品の選び方」について問うたところ、「10年から20年の固定金利」（28.0％）、「20年超の長期固定金利」（26.9％）という結果になりました。一方、固定金利以外についての回答は、「変動金利」（11.7％）、「1年から5年の短期固定から変動金利」（15.2％）、「5年から10年の固定金利から変動金利」（18.2％）という結果となっております。金利が安くなる可能性を追求するよりも、現状の金利のままローンを組み立てる住宅ローン商品のほうが人気が高いようです。
(別添資料P19)
■消費税率の引き上げが検討されているが、住宅の建築や購入にあたりどう思うか？　　　　　

・・・・・・・・「そもそも住宅建築や購入に消費税が課税されることがおかしい」との回答が約半数
消費税率の引き上げが検討されていますが、「住宅建築や購入にあたりどう思うか」と問うたところ、「そもそも住宅の建築や購入に対する課税がおかしい」との回答が45.7％と最も高く、次いで、「住宅取得は特別で現行の5％のままがいい」(44.0％)、「他の財産と同じで住宅取得についても引き上げていい」との回答はわずか8.3％となりました。住宅は日常生活に不可欠な耐久財であり、消費者にとって、住宅建築・購入への課税や増税に対する懸念は非常に大きいことが明らかとなりました。
(別添資料P21)
■消費税増税の際の、住宅の建築・購入への影響は・・マイホーム計画の中止を考える（26.1％）
影響の内容は複数回答
消費税率が引き上げられた場合、住宅の建築・購入にどのような影響があるのかを問うたところ、「影響がある」との回答が75.5％にものぼりました。一方、「影響がない」との回答者は僅か8.5％でした。

「影響がある」と回答した方々を対象に、具体的な内容を問うたところ、「マイホーム計画を中止する」との回答が26.1％にものぼり、続いて、「資金計画の見直しをする」（19.8％）、「マイホーム計画を再検討する」（15.1％）との結果となりました。

住宅や不動産は購入金額が大きいため、消費税率の引き上げによって、住宅の建築・購入計画の変更を余儀なくされる方が非常に多いことが明らかとなりました。
(別添資料P23,25)

2006年度*「不動産の日アンケート」調査結果


約76％が消費税率の引き上げは、住宅購入計画に影響アリと回答





影響内容は、「マイホーム計画の中止」、「マイホーム計画の再検討」、「資金計画の再検討」など


当初の計画から大きな後退を余儀なくされる消費者が６１.0％にも達するとの結果が明らかに。








今回の調査で、最も特筆すべき点は、今後予想される税制の変更を消費者は強く懸念しており、長期的には不動産マーケットが縮小する可能性があることが明らかとなった点です。“現時点で不動産が買いどきであるか否か”の質問に対し、「買い時だと思う」との回答が3割（32.8％）を超えたものの、その具体的な理由を問うと「今後、消費税が増税されるから」がトップで26.9％となり、「景気が上向いてきたので」（15.4％）、「景気感が底をうったので」（11.9％）を大きく上回る結果となりました。


“消費税率の引き上げが検討されているが、住宅の建築・購入にあたりどう思うか”については、「そもそも住宅の建築・購入への課税がおかしい」との回答が45.7％とほぼ半数を占め、「他の財産と同様に引き上げていい」との引き上げを容認する回答は僅か8.3％。“税率が引き上げられた場合の住宅の建築・購入への影響の有無”を問うたところ、「影響がある」との回答が75.5％、「影響はない」との回答は僅か8.5％という結果となりました。「影響がある」との回答者に具体的な内容を問うたところ、「マイホーム計画の中止」、「資金計画の見直し」、「マイホーム計画を再検討」するとの回答が計61.0％にものぼり、消費税率の引き上げが、消費者の住宅購入計画に対し、大きな後退を余儀なくさせることが浮き彫りとなりました。当協会では、「景気拡大期間が長期化しつつあるものの、今後消費税率の引き上げが内需を支える個人消費の中心である住宅取得の懸念材料となることが予想され、影響は極めて大きい。」と考えています。


*「不動産の日」は毎年9月23日です
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当資料は1/17(水)国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会にて資料配布させて頂いております。





この件に関する報道関係者からの問い合わせ先


社団法人 全国宅地建物取引業協会連合会


管理部 広報担当：篠崎、木幡（コハタ）


〒101-0032 東京都千代田区岩本町2丁目6番3号


TEL：03-5821-8181、FAX：03-5821-8101
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